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１ さいたま市のプロフィール

◆人口１２５万人を擁するさいたま市は、東北・上信越地方など広大なマーケットを後背に
持ち、優れた交通インフラにより首都圏と東日本の交流拠点となる都市

★新幹線５路線をはじめ、ＪＲ各線や私鉄が結節する交通の要衝。

★湘南新宿ラインの浦和駅停車や東北縦貫線の整備により東京駅以南への直通運転を予定。

面積 217.49k㎡

総人口 1,251,799人

世帯数 541,791世帯

人口密度 5,755.7人/k㎡

平均年齢 42.83歳

人口増加率 4.0%

※人口増加率は、平成17年と平成22年国勢調査から算出

（１）概要

(平成25年10月１日現在）

◆変遷

・平成13年5月 浦和・大宮・与野の３市合併により

「さいたま市」誕生

・平成15年4月 政令指定都市へ移行（全国で13番目）

・平成17年4月 岩槻市と合併

・平成23年 市制施行10周年

・平成25年 政令指定都市移行10周年
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人口分布【平成22年国勢調査人口】
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（１）公共施設マネジメントの推進

２ さいたま市の主な取組み

市民向けパンフレットより

 平成24年6月制定 『さいたま市公共施設マネジメント計画』

＜目的＞

・市民が安心・安全で持続的に施設を利用できるよう計画的な投資

＜計画期間＞

・平成24年度から平成62年度までの39年間

＜施設整備の考え方＞

①長寿命化・アセットマネジメント ②事前協議 ③複合化

④PPPの推進 ⑤防災対策の推進 ⑥機能転換を織り込む
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（２）既成市街地の再生と都市機能の集積・再配置

②[さいたま新都心周辺地区]
広域行政機能、高次の業務・商業・
文化機能などが集積。現在、医療施設
の移転、新たな商業施設の開発計画中。

③[浦和駅周辺地区]
東口に公共施設「コムナーレ」と大型商
業施設が開設。現在、浦和駅鉄道高架事業
実施中。

浦和駅完成イメージ

◆交通利便性を活かしながら魅力ある都市空間づくりを進めています。

①[大宮駅周辺地区]
公共施設の再編による生み出された用地を活用
し、駅周辺の再開発や都市基盤整備を展開。

⑤[美園地区]
埼玉スタジアム２００２を中心としたスポ

ーツ・文化の交流拠点、浦和美園駅周辺を地
域交流拠点と位置づけ、自然環境と調和した
安全で快適な住宅市街地を形成。

④[武蔵浦和地区]
職住近接型高次複合都市の実現を目指す。区役所
や図書館が入る複合公共施設「サウスピア」が完成。

ウイングシティ（美園地区）

⑥[岩槻駅周辺地区]
岩槻駅橋上化や東西自由通路の設置など、
駅舎の改修を中心とした岩槻駅周辺を整備中。

岩槻駅完成イメージ

複合公共施設「サウスピア」

大宮駅東口市街地再開発イメージ
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さいたま市企業誘致活動方針

『まもり、まねいて、そだてます』

◆さいたま市の優位性を活かした企業誘致活動の推進

“財政基盤の強化”“雇用の創出”“地域経済の活性化”

平成１７～２４年度までの

８年間で９９社を誘致

研究開発機能
(２０件)

＜優 位 性＞
・首都圏の中心部に位置
・利便性の高い交通インフラ
・大宮台地等災害に強い地盤
・技術力の高いものづくり企業の集積
・省庁等国の機関の集積 など

(３）企業誘致活動の推進

特徴：①本社・研究開発型機能の集積を重視

②市内企業にも対応する補助制度（最大10億円）
③立地後のビジネス支援重視

（認証支援制度、ビジネスマッチング支援etc.）

◆さいたま市の企業誘致実績

経済波及効果：約２，０３０億円
（さいたま市試算）

本社・支社機能
(６２件)

本社・支社機能
(62件)

研究開発機能
(20件)

営業機能
(8件)

サービス機能
(2件)生産物流機能

(7件)
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（４）さいたまスポーツコミッション

◆目的 スポーツを通じて新たな観光客の拡大を図り、さいたま市の地域経済を活性化する。

◆役割 スポーツ大会誘致のプロモーター

全日本バレーボール高等学校選手権
FIFA U-20 女子ワールドカップ

スポーツ大会受入れのコーディネーター

さいたまクリテリウム
byツールドフランス



8

◆実質収支は１２年連続黒字を達成（４４億８，９００万円）

３ さいたま市の財政状況

一般会計決算の内訳（単位:千円）

（１）平成２４年度一般会計決算の概況

歳入

民生費
154,748,058
36.3%

土木費
77,787,098
18.3%

その他
3,467,883
0.8%

消防費
13,837,619
3.2%

総務費
40,867,877
9.6%

公債費
46,373,711
10.9%

衛生費
37,700,063
8.8%

教育費
35,496,552
8.3%

商工費
15,767,300
3.7%

歳出

4,379億7,538万円 4,260億4,816万円
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（２）一般会計歳入決算状況

（単位 百万円）

（67.0%）

391,716
425,713

428,660

依存財源

自主財源

（68.0%）（69.9%）

（←自主財源比率）

（62.9%）

441,600

・市債
・交付税
・国庫支出金 等

・市税
・使用料
・手数料
・諸収入 等

（62.6%）

437,975438,082

（62.8%）



10

（３）一般会計歳出決算状況

（単位 百万円）

（49.8%）
（44.1%） （43.3%） （42.5%）

426,048
379,389 398,392

419,264

その他の経費

投資的経費

義務的経費

（←義務的経費比率）（47.8%）

427,562 429,015

（48.8%）

義務的経費の内訳 単位：百万円

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
（予算）

人件費 77,403 75,962 75,442 75,783 73,779 73,603 74,695

扶助費 54,163 56,684 64,136 88,072 95,384 97,688 99,762

公債費 35,568 40,050 38,626 40,427 40,247 40,826 47,686

合計 167,134 172,696 178,204 204,282 209,410 212,117 222,143
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（４）各種財政指標の比較

平成２４年度普通会計決算

（さいたま市順位） ６位 ２位 ３位 ８位 ８位 ３位７位 ２位

（高いほうが有利） （低いほうが有利）
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（５）基金現在高

（百万円）

（百万円）

①財政調整基金
◆経済情勢の変動による財源不足や災害発生など緊急に支出が必要な場合に備え、積立てしています。

市民1人あたりの残高でみると、さいたま市は政令指定都市の中で
9番目にあたります。

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000
16,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

財政調整基金残高

減債基金残高

1,213億円

■政令指定都市の財政調整基金残高（H24 普通会計）
（百万円）

②減債基金

◆市場公募債等の将来の償還に備えて積立てを行い、償還財源を確保しています。
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①市債の借入により、財政負担の平準化や世代間の負担の公平化を図っています。

②健全な財政を将来にわたって維持するため、市債発行の抑制に努めています。

４ 将来の財政運営を見据えた市債の借入

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
公的資金 1,854 1,190 1,601 3,731 20,216 10,368 11,366
民間資金 43,566 36,595 31,199 48,388 32,534 36,968 37,463
合  計 45,420 37,785 32,800 52,119 52,750 47,336 48,829

※借換債を除く

※国の予算等貸付を除く

（１）市債の借入の考え方

（２）資金区分別市債借入額の推移（一般会計）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

民間資金

公的資金

（百万円）
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※借換分を除く。※25年度は当初予算額。

（単位：億円）

（単位：億円）

（３）プライマリーバランス、市債残高の推移（一般会計）

市債残高の推移

臨時財政対策債
を除いた場合

市債残高の急増を抑えるため、公債費（元金＋利子）－市債発行額の黒字を維持

※借換分を除く。※25年度は見込み額。

3,535 3,663 3,645
3,829 4,014 4,128 4,248 4,419

プライマリーバランス（公債費－市債発行総額）の状況
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さいたま市では、資金調達の多様化を図り、安定した資金調達を行っていくため

に、平成15年度より、市場公募地方債（満期一括償還）を年1回、100億円発行して

おります。

条件交渉方式は、平成17年度までは総務省による統一条件交渉方式でしたが、平

成18年度途中（9月）より各地方公共団体による個別条件交渉方式に移行しておりま

す。

【市場公募地方債発行実績】

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

発　行　額 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円

条件決定日 H20.12.5 H21.12.4 H22.12.7 H23.12.7 H24.12.7

発　行　日 H20.12.25 H21.12.25 H22.12.24 H23.12.22 H24.12.21

償　還　日 H30.12.25 H31.12.25 H32.12.24 H33.12.22 H34.12.21

表 面 利 率 1.56% 1.34% 1.21% 1.06% 0.70%

発 行 価 格 99円99銭 99円98銭 99円93銭 99円93銭 99円95銭

応募者利回り 1.717% 1.561% 1.342% 1.070% 0.705%

（４）市場公募地方債の発行
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①銀行

②証券

名　　　　　称 シェア（％） 備考

埼玉りそな銀行 19% 代表受託兼幹事

みずほ銀行 12% 副受託兼幹事

武蔵野銀行 5%

埼玉縣信用金庫 2%

さいたま農業協同組合 1%

栃木銀行 1%

小　　　　　計 40%

名　　　　　称 シェア（％） 備考

みずほ証券 12% 幹事

大和証券 11%

SMBC日興証券 7%

野村證券 7%

三菱ＵＦＪ・ＭＳ証券 7%

しんきん証券 6%

ゴールドマン・サックス証券 5%

岡三証券 5%

小　　　　　計 60%

（５）平成25年度さいたま市シンジケート団シェア
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【連絡先】

さいたま市財政局財政部財政課　財源係

住所 〒330-9588　さいたま市浦和区常盤６－４－４

電話 ０４８－８２９－１１５５

FAX ０４８－８２９－１９９７

E-mail zaisei@city.saitama.lg.jp

みんなが、のびのび、暮らせるまち。
未来に向かって、伸びて伸びて、いくまち。

豊かな自然、安心して住める環境とともに、発展、進化していく、
さいたま市の姿が<のびのび>のひと言に込められています。


